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はじめに：授業の概要

• 建築の役割、地震学の基礎、被害地震から学ぶ

• 地震工学：耐震工学や建築振動論などを基礎と
する建物のハード対策。加えて、最近では地域
連携や災害対応力の向上などのソフト対策、さら
に、建物・まちの防災・減災：震災・火災でなく、
風水害や都市の群集などによる複合災害も重要

• レジリエンス：抑止力（被害を出さない対策）と
回復力（被害が出た場合の対応策）

• 最新の知見：2011年東日本大震災や風水害等

→ しっかりとノートをとるように！

→ この資料の赤太字は参考文献

建築基準法と建物の安全
• 「この建物は、最新の建築基準法で建てられ

ているので安全です」と言われました。
• 大地震時における建物の安全について、建築

基準法による安全の限界に、最も近いイメー
ジは？

① 軽微な被害であり、震災後も使用可能
② かなり大きな被害を受け、修復をしないと使
用不可能

③ 大破してしまい、建て替えが必要
④ 大地震は想定外。倒壊も止むを得ない

→答え：建築基準法は、守るべき最低限の基準
「安全」とは大地震で倒壊し、死者を出さない。
従って、安全限界は③が正解に近い。但し、実
際の建物の実力は①～③まで様々。
⇒現代社会の高い安全・安心への要望には不十
分な内容。より高い耐震性能を目指すべき！
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①

②

③

鉄筋コンクリート造建築物地震被害度判定基準

地震動における震源・伝播・サイト特性

震源特性 × 伝播特性 × サイト(地盤)特性

 フリングステップ 

地表地震断層 

震源 

地中断層 

指向性パルス 

エッジ効果 
（盆地端部効果） 

観測点 1
長周期地震動 

（堆積層表面波） 

表層地盤 

地震基盤 
（地殻） 

工学的基盤
（堆積層）

実体波 

観測点 2 
山地 堆積盆地 

振幅増大 
継続時間増大 

卓越周期 

(～50 m)

(数 km)



被害地震（震源）

日本周辺の被害地震（｢日本の地震活動ー被害地震から見た地域別の特徴ー｣
地震調査研究推進本部の資料より）

仮想東海地震

糸魚川-静岡構造線

南関東地震 神縄・国府津
－松田断層帯

富士川河口断層帯東南海地震南海地震

宮城県沖地震

プレート境界の巨大地震 陸プレート内の活断層

東北地方太平洋沖地震

十勝沖地震
長町ー
利府断
層帯

六甲断
層帯

地盤について
プレート運動と関東平野の深い地盤

：関東平野は沈んでいる

フィリピン海プレート

陸のプレート

日本海溝

相模トラフ

駿河トラフ

フォッサマグナ

活断層

太平洋
プレート

関東平野の沈み込み
（２００万年→２～３ｋｍ）

関東平野のプレート構造
（｢日本の地震活動｣より）

大阪平野、濃尾平野、仙台平野など我が国
の大都市は全て同様に堆積盆地上に位置

表層地盤
沖積地盤（浅く柔らかい地盤）

｢沖積平野｣より ｢地盤の科学｣より

縄文海進（約5000年前）

奥東京湾

江戸時代以降の東京湾の埋立て地盤

｢古地図が教える地震危険地帯｣より 遠藤（地学雑誌、2004）



宅地造成地と地震被害
（2003年新潟県中越地震の被災例）

切土

盛土
軟弱地盤良質な地盤

良質な地盤
盛土

明治初期の西洋技術の導入

名古屋郵便局の被害

1891年濃尾地震（M8活断層地震）による建物被害

国立博物館地震資料室 http://www.kahaku.go.jp/research/db/science_engineering/namazu/index.html

 組石造・鉄骨レンガ造など、西洋建築の直輸入

→ 地震で多大な被害、組石造禁止

 木造建物：地震力（水平力）には筋違等が有効

西春日井郡清洲本町被害

被害地震に学ぶ
1923年関東大震災（M7.9）の震源断層と震度分布

木造家屋の全壊率

図：武村雅之：関東大震災(鹿島出版会 2003)より写真：国立科学博物館資料室

建物倒壊(阿房)土石流による被害
(根府川駅付近)

津波による被害(伊東)
震源域：地震動・津波・

土石流による被害

東京下町：延焼火災

関東大震災
の震度分布

1923年関東大震災における
震度分布（鹿島建設小堀研）

高橋ほか
（図集 日本都市史, 1993）
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地震発生：1923年9月１日正午

東京市：死者数 ７１,６１５名（全体約10万）

圧死者数 ３,６６８名（５％）

焼死者数 ５６,７７４名（７８％）

水死者数 １１,２３３名（１６％）

→ 95％の死者は火災による

（ただし、大規模延焼火災発生は
震災発生から４～５時間後）

被服廠跡
（現横網町公園）
：死者数 ３万８千

1923年関東大震災
東京市の大火災：震災対策の原点

・耐震・耐火対策（市街地建築物法の改正、1924）
・初期消火と避難→空地・広域避難場所の整備

→消火・避難訓練（”逃げる対策・訓練”）
・なぜ当時の人は"逃げた"？ 約９割は借家住まい！

初期の耐震設計法
と耐震構造ビル

• 設計震度：設計震度（地震により
建物に作用する水平加速度を重
力加速度で基準化）を導入

• 耐震壁：地震による水平力に耐
えるための構造壁

佐々木茂建築設計事務所
http://blog.livedoor.jp/shyougaiitisekkeisi2581/archives/51452369.html

•日本初の耐震構造ビル：（旧）日本興業銀行
本店（東京・丸の内、1923年竣工）。耐震壁

をとりいれた７階建て鉄骨鉄筋コンクリート
造の建物で、完成３ヶ月後の関東大震災で
軽微な被害。隣にあった鉄骨とカーテン
ウォールによる米国直輸入の内外ビルが倒
壊した。使用した設計震度は2/15(0.133)

（旧）日本興業銀行本店

1948年福井地震と建築基準法の制定
•1948年福井地震(M7.1)：福井市直下の活断層により、福井市は
壊滅的な被害。気象庁は震度７を追加。

•1950年建築基準法の制定：全国に適用。長期荷重（自重）と短期
荷重（地震・風）を導入。水平震度は0.2としたが、許応力度も２倍に
した。高さ制限は３１ｍのまま継続。⇒ 時代背景（終戦直後の多数
のバラック建築等）：基準法は最低限の基準(死者を出さない)

小林啓美
氏撮影

http://kanazawa.typepad.jp/weblog/2010/03/post-551f-1.html

早稲田大学 よく分かる！
http://www.waseda.jp/student/weekly/cont
ents/2006b/109e.html

東京のバラック家屋（昭和22年）

1948年福井地震による大和デパートの倒壊

地震被害と建築基準法・耐震規定改正

 

1968年十勝沖地震
（RC造短柱被害）

1978年宮城県沖地震
（ピロティ-・偏心などバランス悪い建物）

1971年建築基準法改定
1981年建築基準法改定
（新耐震設計法の導入）

鹿島建設：「地震による教訓」（http://www.kajima.co.jp/tech/seismic/higai/030604.html）



1978年宮城県沖地震（M7.4）
• 仙台市内の最大震度は５

• ２８人の死者のうち１６人が、倒
れたブロック塀などの下敷き

• 宅地造成地（緑ヶ丘など）の地
盤崩壊

• 高層建物の被害（エレベータ閉
じ込め、非構造壁の被害）

宮城県：http://www.pref.miyagi.jp/sdh-doboku 
/fureaidayori/fureaidayori01/fureaidayori01-3.htm

高層マンションの被害（ほぼ全戸で非構造壁が、せ
ん断破壊し玄関ドアが開かなくなった）→補修したが、
東日本大震災でさらに大きな被害、取り壊しに・・・

（瀬尾和大氏・東工大名誉教授より）

森 保宏氏

（名古屋大
学大学院 ）
資料に加筆

構造計算のルート（現在の耐震規定）

中小地震動で構造が無被害（約0.2gの加速度）

→ 剛構造が基本（大きく変形しない）

大地震動で構造が倒壊せず（約1gの加速度）

2000年に導入

超高層建築（柔構造）

４５ｍを超える建築物
は、構造評定が必要

構造計算不要

構造計算必要

免震・制震建築など特殊建築も超高層と同様

→ 剛構造

1981年

超高層建物の耐震設計（柔構造）

• 1950年建築基準法：高さ規制（３１ｍ）の継続
• 1940年代：強震計開発（主として米国）
• 1960年代：動的設計法（柔構造の可能性）
• 1963年建築基準法改正：

容積率導入・高さ制限撤廃
• 1981年建築基準法改正：新耐震設計法
• 主な超高層建物・構造物

1958年 東京タワー（333ｍ：S造）
1968年 霞が関ビル（36階 156m ：S造）
1978年 サンシャイン60 （60階 240m：S造）
1993年 横浜ランドマークタワー （70階 296m：S造）
2009年 The Kitahama（54階 209m ：RCマンション）
2012年東京スカイツリー（634m ：S造）
注：S造（鉄骨造）、RC造（鉄筋コンクリート造）

→ 超高層建築は柔構造（しなやかに揺れて力を流す）

長周期地震動等で、大きな変形を生じる可能性あり

あべのパスカル
（60階、高さ300ｍ）

東京スカイツリー
（29階、高さ634ｍ）
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1995年阪神・淡路大震災の被害

震災の帯に被害が集中

1995年1月17日 5時46分

阪神・淡路大震災（M7.3）

死者：6,434名 負傷者： 43,792名

直接死 5,520名

約8割：建物倒壊による圧死

約1割：家具類等の転倒による圧死

約1割：焼死

関連死 914名

仮設住宅孤独死者数：233名

災害復興住宅孤独死者数：396名

同時多発火災（２８５件）

活断層地震，震度７

約20秒の揺れ

建物被害：５１２,８８２棟 多くの病院も被災

被害 医療



なぜ地震で人は死ぬのか？
• 火災：2003年関東大震災、津波：2004年スマトラ地震津波

• 建物倒壊：1995年阪神・淡路大震災（古い建物に被害集中）
→ 死者・負傷者発生だけでなく、救援・救護・消火から復旧・復興活動も支障

(阪神大震災全記録、毎日ムックより） 建設年代別のＲＣ造建物被害
→ 建築基準法：１９５０年制定

１９７１年・１９８１年に耐震規定改正
日本建築学会http://www.aij.or.jp/jpn/seismj/rc/rc2.htm

197１年以前
197１- 81年

1982年以降倒壊・崩壊
大破

中破
小破

軽微
無被害

注意：建築基準法の目標は倒壊・崩壊しない
こと：大破OK→安全性・業務継続は保証無

大破：建て直しが必要
中破：修復で再利用可能

1995年阪神淡路大震災の教訓

・殆どの住民は逃げずに、消火・救援救護活動、大多数は地域住
民が救助 ⇒ 自分の家・まちは自分たちで守る（自助・共助）

・「逃げる対策」から、「逃げないで被害に立ち向かう対策」も必要

救助した人の内訳

直接死約5500名の約８割は倒壊

建物（殆どは老朽家屋）、約１割は
転倒家具類の下敷きによる圧死

神戸の住民は避難したか？

2011年東北地方太平洋沖地震（M9.0）

→物理的な裏付けの無い
統計的ハザードモデル！

・今回の地震は、６つの震源域が連動し、
M9の超巨大地震となった
・海溝型地震の地震サイクルは、従来の
数百年ではなく、数千～万年単位で考え
る必要がある 日経サイエンス

2011-6より
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震度分布と建物・人的被害

地震調査研究推進本部資料より
「東日本大震災での震度分布」
（2011年4月12日更新）

消防庁発表（2014/３/７）

人的被害
死者: 18,954

(約9割は溺死)
行方不明 : 2,655
負傷: 6,219、重傷：697
避難者：56,557

建物被害
全壊: 127,291
半壊: 272,810
一部破損: 766,097
火災：330

建物被害と死者数（内閣府）

約1万9千人の死者・行方
不明者のうち、内陸での死
者・行方不明数は、125人
（総務省消防庁発表被害
報平成24年3月11日現在、

死者・行方不明者の
0.6%）
（http://www.bousai.go.jp/jishin/nank
ai/taisaku/pdf/2_2.pdf）



2011年東日本大震災：
津波避難３原則

（群馬大・片田教授）
• 約９割の死者は津波による

• 釜石の奇跡：岩手県釜石市にて「避難３原
則」を実践。東日本大震災では、想定外の津
波に対して市内の小中学１４校の生徒約３０
００人が避難。生存率は９９・８％に達した。

• 避難３原則

１．想定にとらわれるな：過去の１事例に過ぎな
いハザードマップにとらわれず、自分で判断
せよ

２．最善を尽くせ：「ここまで来ればもう大丈夫だ
ろう」ではなく、そのときできる最善の対応行
動をとること。

３．率先避難者たれ：勇気を持って一番はじめに
逃げる。そうすれば群衆心理でみんながつ
いてくる。はじめに逃げるということが、多く
の人の命を救うことになる

→一般化は、率先リーダーたれ！

（正しい知見、正確な情報・判断・・）

Wedge Report
http://wedge.ismedia.jp/articles/‐/1312?page=1

東日本大震災における首都圏での様々な被害

液状化（浦安市）

26長周期地震動と超高層建築（工学院大２４階）

天井落下（川崎市音楽ホール）

帰宅困難者と大渋滞（新宿駅南口）
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逃げない対策：東京都帰宅困難者対策条例（2013年３月施行）
→ 首都圏で515万人（幹線道路麻痺・大群衆が危険因子に）

○ 一斉帰宅の抑制

• 都民の取組 むやみに移動しない、

家族との連絡手段を複数確保するなど事前準備（１７１、携帯伝言・・・）

• 事業者の取組 従業員の一斉帰宅の抑制

施設の安全確保、３日分の水・食糧など、従業員との連絡手段の確保な
ど事前準備、駅などにおける利用者の保護、生徒・児童等の安全確保

○ 安否確認と情報提供のための体制整備

○ 一時滞在施設の確保（国や自治体、民間施設）

○ 状況安定後の帰宅支援（帰宅支援ステーション、代替輸送手段など）

→ 住宅・マンションも同様に、避難民にならない・自宅に留まる対策を

最大340万人(含:ライフライン停止)。本来、避難所は家を失った人へ！
→ 大震災時に家族との連絡は困難、家庭･職場･学校で万全な対策を

耐震性能の向上、家具類の落下・転倒防止、最低３日分の備蓄、普段か
ら地域での共助体制、171などに加えて被害外への共通の連絡先など

2016年熊本地震の震源近傍強震動・地表地震断層

平成28年熊本地震関連資料（国土地理院地図）に加筆

地表地震断層（堂園）

死者（2017/4/5）
計224名
直接死：50名
関連死：169名
（豪雨：5名）



熊本地震からの益城町の市街地復興に向けた安全対策の
あり方等に関する中間報告（国土交通省、2016）

⇒益城町市街地で３本
の活断層A-Cが存在、
熊本地震では布田川断
層と連動して活断層Ａが、
最大で35ｃｍの右横ずれ、
最大15ｃｍの南落ち上限
変位を生じた

⇒益城町市街地で３本の活断層A-Cが存在、熊本地震では布田川断層と連動して活断層Ａが、
最大で35ｃｍの右横ずれ、最大15ｃｍの南落ち上限変位を生じた

主断層

副断層

右横ずれ・正断層

活断層と建築の対策：益城町の市街地復興に向けた
安全対策のあり方等に関する中間報告（国交省2016）

活断層のズレに対する安全対策
（１）低層建築物について
⇒ 今後、新築される建築物について特段の追加的配慮は必要な
いものと考えられる。
（２）杭基礎構造を有する中高層建築物等について
⇒ 活断層による地盤のズレによる被害リスクも想定されるため、新
たに建築する場合は、地盤調査等により、活断層の存在の確認等
を行うことが考えられる。

様々な検討課題有り
（１）国交省の「安全」とは、「倒壊しないこと」
⇒取壊しになれば、避難所・仮設住宅の生活等で死者が増大（直
接死は50名、関連死は約100名）、復旧・復興へ膨大な時間・費用
（２）都市部では厚い堆積・沖積層、地盤改変等で活断層位置が明
確にならないことが多く、地盤変状による被害は広範囲に生じる
⇒活断層近傍であれば、基準より高い耐震性能を推奨すべき

地表地震断層の直上でも
建物の被害低減が可能

③非常に古い準伝統木造住宅（束基礎）、Ｄ４（大破）

①古い在来木造（RCブロック基礎）、Ｄ４（大破）

②新しい住宅（軽量Ｓ？、RCべた基礎）、Ｄ１（軽微）

無被害
軽微
小破

中破
大破
倒壊

39棟中
大破7棟(18%)
倒壊１棟(3%)

Hisadaほか(2017)

様々な機関による首都直下地震と被害想定

○内閣府・中央防災会議：首都直下地震の被害想定

2005年被害想定（東京湾北部地震など１３の震源パターンで計算）

2013年被害想定（都心南部地震など１９の震源パターンで計算）

○文部科学省・首都直下地震防災・減災特別プロジェクト（東京大学地
震研究所など、2011）

フィリピン海プレートが首都直下で約10km程度浅い、

東京湾北部直下のM7.3で、広域な震度６強、一部震度７も・・

○自治体（東京都など）

2011年東京都被害想定（10km程度浅い震源）、ほか多数

・国・自治体による被害想定での注意点：

・震源や地盤モデルの設定、使用するデータや想定手法により、結果
は大きく異なる。公開されている結果は無数にあるケースのごく一
部。被害の全体像を知るのが主目的であり、個別地域での結果の
精度は高くなく、一般に被害を大きめ評価する傾向あり。



首都圏で想定すべき震源モデル（相模トラフ・首都直下地震）

防災科学技術研究所：長周期地震動予測地
図作成支援事業（平成24年度成果報告書）

相模トラフの震源モデルの例
S1（S1）：大正関東地震（Mw7.9）
S12（S1+S2)：元禄関東地震（Mw8.3）
ST123D（全て合計）：最大級地震（Mw8.6）

日本周辺のプレート構造（上）
関東直下のプレート構造断面（下）

活断層（立川断層など）

プレート境界型地震（東京直下の深さ20～30km）
（関東・東海地震、首都圏直下地震など）

大正関東地震
（M7.9） 元禄関東地震（M8.2）

相模トラフ最大級の地震
（M8.6）

フィリピン海プレート上面の等深度図

首都直下地震
（M7？）

首都圏における歴史地震の履歴

（内閣府ＨＰより）

今後想定すべき
首都直下地震

歴史上のＭ７級の首都直下地震
30年70％の発生確率とは？

前回：地震調査研究推進本部、相模トラフ沿いの地震活動の長期評価、2004
今回：地震調査研究推進本部、相模トラフ沿いの地震活動の長期評価（第二版）について、2014

番号 前回 今回 地域・名称 西暦 北緯 東経 Ｍ 被害摘要

1 元和江戸 1615 35.7 139.7 6.8 家屋が倒壊し，死傷多く，地割れを発生．

2 寛永小田原 1633 35.2 139.2 7.0 小田原で民家の倒潰多く，死150．熱海に津波が襲来．

3 慶安相模 1648 35.2 139.2 7.0 小田原城破損，領内で潰家が多かった．死1

4 慶安武蔵 1649 35.8 139.5 7.0 川越で大地震，町屋700軒ほど大破．圧死多数．

5 元禄関東 1703 34 .7 139 .8 8 .2 房総半島南部・小田原で被害大、死者約1万人、津波有

6 ○ 天明小田原 1782 35.4 139.1 7.0 小田原城天守傾き，江戸でも潰家、死者あり

7 ○ 嘉永小田原 1853 35.3 139.15 6.7 小田原で被害大、潰家あり

8 ○ 安政江戸 1855 35 .7 139 .8 7 .1 江戸下町で被害大、死者7千人以上

9 ○ ○ 明治東京 1894 35.7 139.8 7.0 東京・横浜の被害が大、東京で死24．川崎・横浜で死7

10  ○ 東京湾付近やや深い 1894 35.6 139.8 6.7 建物に小被害

11 ○ ○ 茨城県南部 1895 36.1 140.4 7.2 茨城県南部に被害大

12 ○ ○ 茨城県南部 1921 36 140.2 7.0 千葉・茨城県境付近に小被害

13 ○ ○ 浦賀水道 1922 35.2 139.8 6.8 東京湾岸に被害があり，東京・横浜で死各1

14 関東大震災 1923 35 .3 139 .1 7 .9 死者約10万人、住家全潰10万9千余，焼失21万2千余

15 丹沢 1924 35.3 139.1 7.3 死19，家屋全潰1200余．特に神奈川県中南部に著しい被害

16 西埼玉 1931 36.2 139.2 6.9 死16，家屋全潰207(住家76，非住家131)．

17 ○ 　 千葉県東方沖 1987 35.4 140.5 6.7 千葉県を中心に死2，傷161．住家全壊16，一部破損7万余

前回評価
119年間
に５回 今回評価

220年間
に8回

想定首都直下地震と安政江戸地震の震度分布

首都直下地震（東京都心南部地震、M7.3）
の推定震度例（201３内閣府）

どこでも震度６の可能性があることを意味
実際の地震でこのような分布にはならない 1855年安政江戸地震（M7）の震度分布

作成 中村 操 氏 http://www.bousai.go.jp/oshirase/h15/031222/2-3.pdf



最大級南海トラフ地震と歴史地震の震度の比較

想定南海トラフ巨大地震（M9.1）
の推定震度例（2012年内閣府） 1854年安政東海地震（M8.4）の震度分布

（行谷・都司：歴史地震,2006）

→ 想定最大級地震（広大な震度６強以上と巨大津波）と、歴史地震による現実的な被害とは
大きな乖離がある。想定被害の程度により震災対応も大きく異なることに注意を要する（耐震

診断・補強をやめる、初期消火や救急医療・物資・人材など地域・広域連携を諦める。など）

時刻：8‐9時
死者2‐3千人

首都直下地震として
想定した震源モデル

（１９地震）

（内閣府 防災情報・
首都直下地震対策のHP報告書より）

首都直下地震の想定被害（2013年内閣府）

焼失棟数
冬夕
風速 8 m/s

新宿区は南半分が
６強、北は６弱

都心南部地震の震度分布

都心南部直下地震による建物被害推定結果

2013年内閣府



都心南部直下地震による人的被害推定結果

○ 想定負傷者数 最大 約１２３，０００人
○ 想定重傷者数 最大 約 ２４，０００人

（都区部 約１３，０００人）
○ 東京都内の救急車数 ３３７台
○ 災害拠点病院数

東京都：７０ 神奈川県：３３
千葉県：１９ 埼玉県：１５

○ 全国のＤＭＡＴ数 １，１５０チーム

⇒負傷者を出さない対策と万が一負傷した場合の応急救護・担架搬送などの対応力向上

被害推定に用いる震度と建物の全壊率
全壊率 全壊率

非木造建物木造建物

→良い建物を建て、しっかりと維持管理し、永く使い続ける
長期優良住宅（国土交通省）などのチェック項目を参照

５強 ６弱 ６強 ７ ５強 ６弱 ６強 ７

老朽化

古い

1981年

新しい 1981年

古い

新しい

(鉄筋コンクリート、
鉄骨造建築)

建物の地震防災・耐震設計：耐震・免震

耐震構造
（耐震壁・筋交いなどで抵抗）

免震構造
（免震層で揺れを逃がす）

制振構造
（制振装置で揺れを吸収）

耐震補強の例
http://bousai.kke.co.jp/management

/2005/08/post_1.html

免震積層ゴムの例
http://www.jssi.or.jp/gaiyou/shoshin

/cutmodel.jpg

制震補強の例
http://www.jisf.or.jp/business/tec

h/build/photo/low.html

建物の耐震化・室内対策による被害低減効果

建物被害は火災発生を誘引するだけでなく、地域での道路を閉塞するなど、救急・救援活動を
大きく妨げる妨げとなる。耐震化とは現行の最低基準である建築基準法での耐震性能。人口
稠密な首都圏の建物はより高い耐震性能（耐震等級２以上、免震など）を目指すべき。



避難者・帰宅困難者数の推定結果

避難者：建物被害だけでなく、断水・停電でも避難者数に計上。居住不可能の
建物以外、充分な備蓄（できれば１週間分）をして自宅待機が原則

避難者

帰宅困難者数

帰宅困難者：周辺状況が分かるまで建物・地域で待機が原則。その後、残る者（BCPコア
メンバーなど）、帰宅する者の選別が必要（コアメンバーは最低１週間分の備蓄、交代・・）

海溝型巨大地震と津波の想定
ー大正・元禄関東地震と延宝地震ー

1923年大正・1703年元禄関東地震 1677年延宝地震

海溝型巨大地震と想定津波高さ 最大級相模トラフ地震の津波による浸水域
（堤防・水門等が機能しない場合）



地震被害が発生：避難所・広域避難場所に逃げる？ 一時集合場所・避難場所・避難所・一時滞在施設
東京都の場合（自治体で用語が異なる）

• 一時（いっとき）集合場所：近隣の避難者が一時的に集合して様子を見
る場所、安全が確保される学校グランド、神社・仏閣の境内、空き地・・

→ 場所は住民自ら決定。地域の被災情報をまとめ、対応を決める場所へ

• (広域)避難場所：火災が延焼拡大して地域全体が危険になったときに
避難する場所。大規模な公園や団地、大学などが指定。

→ ただの広場。津波・洪水・高潮・液状化などの安全性の検討も必要

• 避難所：地震等による倒壊、焼失などで被害を受けた方、被害を受ける
恐れのある方を一時的に受け入れる学校、公民館等の建物

• 二次避難所：自宅や避難所での生活が困難で、介護などのサービスを
必要とする方を一時的に受け入れ保護する施設（福祉避難所とも言う

→ 避難所生活は悲惨。避難所に滞在しないための対策が重要

• 一時滞在施設：震災などの際に、駅周辺の滞留者など帰宅が可能にな
るまで待機する場所がない者を一時的に受け入れる施設

http://www.bousai.metro.tokyo.jp/japanese/knowledge/words.html

延焼火災時の避難区域と避難場所（旧：広域避難場所）

避難場所、及び
避難道路図
（平成25年度）

http://www.toshiseibi.
metro.tokyo.jp/bosai/hi
nan/hinan01.htm

東京都都市整備局

東京都足立区の避難計画（北千住地域）

http://www.toshiseibi.metro.tokyo.jp/bosai/hinan/

荒川

隅田川

火災時の避難（避難所：東京都）

山手台地
（上野方面）

西荒井橋
千住新橋

千住大橋

堀切橋

千住汐入大橋

尾竹橋

http://www.city.adachi.tokyo.jp/bosai/￥
洪水時の避難（都心部高台：足立区）

北千住駅
（滞留者2-3万人）

日光街道(国道４号)



足立区液状化予測図（拡大）

2001年07月21日明石花火大会歩
道橋事故当時の様子（死者11名）

http://blogs.yahoo.co.jp/ya864u/30179553.html

西荒井橋
千住新橋

千住大橋

堀切橋

千住汐入大橋

尾竹橋

→ 建物・地域から避難しないための対策も必要
（火災にも水害にも強い建物・まちづくり）

東京都・地域危険度マップ（震災用）
東京都都市整備局：地震に関する地域危険度測定調査（第６回）

建物倒壊危険度：地盤（台地・低地・盛土など）と建物（年代・構造・階数など）の特性より
火災危険度：出火（世帯・用途・火器使用状況など）と延焼（建物構造・間隔など）の危険性より
総合危険度：建物倒壊危険度と火災危険度の数値合計より

新宿区
中野区

渋谷区

延焼火災時の避難

新宿駅

帰宅困難者

渋谷区

新宿区

中野区

→各区別々に避難所を指定。洪水危険地域を渡ることは現実的？

洪水ハザードマップ（神田川氾濫）と避難所
平成12年9月東海豪雨（総雨量589㎜・時間最大雨量114㎜）と同じ程度の雨を想定

レジリエンスな災害対策の概念図

減災
（Mitigation）

準備
（Preparedness）

対応
（Response）

復旧
（Recovery）

災害
（Disaster）

危機管理サイクル

レジリエント
な対策

災害対応力向上

低
減

レジリエンスな災害対策

参考：林春男「都市災害における災害対応能力の向上方策に関する調査・研究」

⇒ 必ず事故・被害は発生：事前の減災・準備＋事後の柔軟な対応・復旧

⇒ 得られた教訓を次の対策に反映（強靭化サイクル）

教訓

訓練

対策

被害



中小～巨大地震対策：レジリエントな震災対策の概念

全
壊
率

５強 ６弱 ６強 ７

高層ビルの対応例： 避難せず 施設内退避 全館避難
都心エリアの対応例：帰宅困難者 ２次災害防止 エリア外からの救援・退避

}

}

建築基準法
改正(1981)
以前

建築基準法
改正(1981)
以降

被災度＜
対応資源

被災度≒
対応資源

被災度＞
対応資源

被災レベル 軽微 小被害 中被害 大被害 甚大

レジリエントな対策：事前の減災対策＋事後の柔軟な対応力向上

事後の災害対応・回復力能力の向上（災害対応従事者、一般市民）
（被災レベル別の対応計画・行動ルールと実践的な訓練・検証・改善） 58

■事前に各種マップを調べておく
国・自治体（都道府県、区町村）の地震被害想定・地震防

災マップ（想定震度・液状化危険度、広域避難場所・避難所・
病院など）、水害ハザードマップ（想定浸水域や避難所など）

■災害時に注意すべきところ
狭い道路、袋小路、沿道工作物等の倒壊・転倒の恐れ、崖

崩れ・擁壁、軟弱地盤・水害の可能性（水辺・低地）、駅・幹
線道路、周辺の木造密集地・繁華街・群集・交通の流れ

■災害時に役立つもの
警察・消防署、病院・診療所・クリニック、公園・駐車場など

のスペース(いっとき集合場所) 、避難所・避難場所、防災・
備蓄倉庫、消火器、防火水槽、消火栓、防災用スピーカー、
店舗（食料・飲料、日用品、薬、ガソリンスタンド）、AEDの設
置場所、公衆電話、建設会社・工務店（建設機材）、など

■災害時に支援が必要な方（個人情報・今回は×）
避難等支援が必要な方の住まい、避難支援等の方法、避

難時に一緒に持って行くもの（常備薬、医療機器）、避難生
活で考慮すべき事項、など

まちを見て歩き、点検マップを作成しよう

消火器

消火栓とスタンドパイプ

都市の住宅：アンとガワ

授業の予定（2017年度）

第１回 ガイダンス 建築・まちと地震工学の概要を理解する

第２回 地震と地震動 地震学・強震動地震学の基礎を学ぶ

第３回 過去の震災から学ぶ１ 歴史地震から1923年関東大震災まで

第４回 過去の震災から学ぶ２ 関東大震災以降

第５回 過去の震災から学ぶ３ 2011年東日本大震災・2016年熊本地震

第６回 津波 津波の成因や特性、対策の基礎を学ぶ

第７回 風水害 様々な風水害を理解し、洪水や内水氾濫の成因対策の基礎を学ぶ

第８回 複合災害 地震や火災・水害、大都市の複合化する近年の災害を理解する

第９回 耐震設計と振動論の基礎 剛構造・柔構造など現在の耐震設計法の基礎

第１０回 耐震対策の基礎 地盤・基礎、構造・非構造部材、耐震・免震・制振など

第１１回 建物の防災力を高めるための方策 災害が起きた場合の対応力向上

第１２回 事業や生活を継続するためのマネジメント ＢＣＰ/ＬＣＰを理解する

第１３回 地域連携による災害対応力の向上 共助による災害対策の基礎

第１４回 学習成果の振り返り

成績評価

＜成績評価方法及び水準＞
• 出題する課題と期末試験により、１００点評価で６０点以上で合格

とする。ウェイトは、期末試験が８０％、レポート１５％、出席が５％

• 注意：遅刻すると授業について来られなくなるので、厳禁（出席扱
いはしない）。 課題提出で文献引用を明示すること。無断コピペ
は犯罪に相当。見つけた場合、ペナルティを課すので要注意

＜教科書＞
・日本建築学会 逃げないですむ建物とまちをつくる―大都市を襲う

地震等の自然災害とその対策―（技報堂）
• その他、適宜プリントを配布する

＜参考書＞
• 建築の振動 初歩から学ぶ建物の揺れ、西川孝夫他、朝倉書店
• 最新耐震構造解析、柴田明徳著、森北出版、1981年


